
○市内にいるすべての人の生命・身体・財産を災害の脅威から守るため，減災対策の充実，災害時の対応能力の強化及び復旧復興体制の整備について，自助・共助・公助の考えの下，個人，地域，事
業者，行政のそれぞれの役割に応じた取組を推進します。

基本目標１
安全に安心して住み続けられるために 災 害 に 強 い ま ち づ く り施策01

成果指標（現状値と目標値）

基本的取組 指標名
現行計画での

基準値
次期計画での

基準値 目標

0１-１

災害が発生した際，避難する避難所や家族等との連絡方法を決めてい
る市民の割合（上段：避難所，下段：連絡方法）

71.4％
60.5％
（H30）

54.9%
60.6%
（Ｒ３）

↗

災害時の情報を入手することができる市民の割合 － ↗

市の訓練に参加または訓練を実施した防災市民組織の割合 －
60.0％
（Ｒ３）

↗

0１-２ 特定緊急輸送道路の沿道建築物（補助対象建築物）の耐震化率
40.8%
（Ｈ29）

47.9%
（Ｒ３）

↗

0１-３ 防火貯水槽の整備区域（区域）
391区域
（Ｈ29）

393区域
（Ｒ３）

―

次期基本計画検討案
（たたき台）

○災害の激甚化・頻発化や令和元年台風第１９号の教訓を踏まえた
防災・減災対策の強化に取り組む中で，自助の意識の一層の醸成を
図りながら，共助，公助とも連携し，ソフト・ハード対策の充実を図る。
○災害時における実践的な協力関係の構築に向け，災害時相互応
援協定締結自治体との平常時からの連携を図るほか，災害時におけ
る他団体などからの支援の受入れに関する体制整備を進める。
○延焼遮断帯の形成，緊急輸送道路の機能確保，住宅の耐震化な
ど防災都市づくりを進めるとともに，道路や橋りょう，下水道などのイ
ンフラマネジメントを計画的に進める。
○流域全体のあらゆる関係者が協働して取り組む「流域治水」への
転換と歩調を合わせ，多様な主体と協働し，ハード・ソフト両面からの
総合的な治水対策を構築する。

デジタル技術の活用
ＤＩＳ等災害情報システムを活用した受援応援体制の構築，デジタル技術活用による避難所の混雑状況の可視化及び備蓄品の最適化，情報発信手段の多重化
（デジタルデバイド対策を含む）

共創のまちづくり
防災市民組織などによる防災訓練の充実などの取組支援，地域の多様な主体と連携した避難行動要支援者への支援体制の確保
市民への災害時の情報伝達，企業を含む協定団体等との連携による災害対応能力の強化

脱炭素社会の実現 ローリングストックの視点を踏まえた備蓄品のフードロスの取組，災害時にも活用可能な電気自動車の導入による排気ガスの削減

フェーズフリー フェーズフリーの視点を踏まえた，防災備蓄品の効率的な配備，平時利用の施設や物品について災害時への転用，災害時情報伝達手段の整備

４つの施策推進，成果向上の視点

施策の方向

次期計画4年間のポイント

スペースが余る施策は，関連す
る写真・ポンチ絵等を掲載して
ください。

○地域の防災体制づくり
・防災市民組織については，結成支援の促進により，防災市民
組織の団体数を１３９団体に拡充

・調布市避難行動要支援者避難支援プランに基づき，自治会
やマンション管理組合等と協定を締結を推進

・令和元年台風第１９号や新型コロナウイルス感染症対策を踏
まえた避難所開設訓練を実施

・浸水被害に対する事前の備えとして，止水板等設置工事等助
成金交付事業を創設

○災害情報システムの維持管理・充実
・災害時の迅速な情報伝達手段の確保に向けて，移動系・固定
系の防災行政無線のデジタル方式への移行を計画的に実施

○防災備蓄品の確保・充実
・災害対応資機材の充実に向け，非常用発電機やマンホールト
イレの配備のほか，新型コロナウイルス感染症対策を踏まえ
た避難所の備蓄品，資機材を充実

○災害に強い都市基盤の整備
・震災時の緊急輸送道路としての機能を確保するため，特定緊
急輸送道路沿道建築物の耐震化を促進
・橋りょうの安全な維持管理のため，調布市橋りょう長寿命化
計画に基づき，計画的な耐震補強・補強工事を実施したほか，
下水道管路の耐震診断を継続し，耐震性の有無を確認した。
・令和元年台風第１９号による浸水被害を踏まえ，ハード面の
対策を検討・実施した。

○災害時における広域的連携
・相互応援協定を締結している岐阜県岐阜市，富山県富山市岩
手県遠野市と訓練を通じて，連携体制を強化

○消防力の強化
・消火栓・防火貯水槽を計画的に整備したほか，消防団の円滑
な運営を図るため，消防団員装備品等を充実

これまでの主な取組成果

01-1 防災体制の充実

◇関係機関等との連携体制強化

◇情報伝達能力の向上

01-2 災害に強い都市基盤の整備

◇備蓄資機材の充実・活用による災害対応能力の向上

01-3 消防力の強化

◇消防団の円滑な運営と対応能力の向上

◇特定緊急輸送道路の沿道建築物の耐震化

◇自助・共助の取組の推進による地域の防災体制づくり

◇骨格となる都市基盤の整備

基本的取組の内容

◇下水道管路の耐震化の推進

◇地域等と連携した要支援者支援体制の構築

◇避難所運営，避難指示等の円滑な実施に係るソフト対
策の強化

・避難行動要支援者避難支援プランの推進

・それぞれの状況に応じた個別避難計画の作成

・震災時における復旧・復興の輸送経路となる特定緊急輸送道路に

面した沿道建築物の耐震化促進

・都市計画道路などの都市基盤の整備

・下水道管路の耐震診断の継続，老朽化対策と組

み合わせた耐震化の推進
・消防団の円滑な運営を図るため，処遇の改善等の取

組による消防団員の確保に努めるとともに，消防団装

備品等の充実

・要配慮者や女性などの視点を踏まえた適切な各種訓練の実施

・民間事業者等との連携による災害時協定を活用した物資調達及び人

員体制の構築

・世代間の情報格差に留意した情報伝達手

段の多重化，デジタルデバイド対策

□自助・共助の取組の推進による地域の防災体制づくり
□避難行動要支援者支援の推進 □緊急医療救護体制の充実
☆感染症対策を踏まえた避難所運営及び備蓄品の確保
☆災害時における情報発信力の強化（情報発信手段の多重化）
□特定緊急輸送道路沿道建築物・住宅の耐震化促進
□受援応援体制の整備 ☆消防団員の安定的な確保
□減災対策の推進・強化 ☆風水害への対策（令和元年台風第１９号対応等）
☆気候変動を踏まえた水災害への対応（豪雨対策等）

新たな対応課題，継続的な対応課題等

≪防災市民組織の推移≫

・市が実施する訓練に防災市民組織が参画する取組を推進

◇災害時における他団体などからの支援の受入れ
に関する体制整備
・災害情報システムを活用した災害時における円滑な受援応

援体制の構築
・感染症対策を踏まえた避難所運営の検証や訓練の実施

◇災害時医療救護体制の充実

・医師会等との関係団体との訓練の実施

・フェーズフリーやローリングストックの視点を取り入れた備蓄
品の充実・確保

・避難所の混雑状況の見える化に向けた避

難所情報システムの整備

◆雨に強い都市基盤の整備

・雨水管理総合計画の策定

・雨水貯留浸透施設の設置の推進

・消防団の認知向上や若年層に向けた広報活動な

どの実施

◇地域と市が協働した地域防災力の向上の取組
・防災教育の日や総合防災訓練をはじめとした市が実施する

訓練において地域の方々と市職員の協働の訓練の実施

・地域で実施する訓練へ市職員が参加することにより地域の

方々と顔の見える関係を構築

・家具転倒防止対策や備蓄など家庭でできる備えの更なる啓発

・災害時の物資調達等を見据えた中距離圏域自治体との相互連携の

構築
・災害対応訓練での連携

施策が位置付いている基本構想
の基本目標を示しています。

施策の番号と施策名を記
載しています。

【これまでの主な取組成果】
現行基本計画（令和元年度～令和４年
度）における取組を中心に，これまでの
主な取組成果を記載しています。

【新たな対応課題，継続的な対応課題等】
施策分野における新たな対応課題や継続的な対応課題を記載
しています。

（凡例）

□・・・現基本計画からの継続的な課題
☆・・・現基本計画期間に生じた新たな課題
★・・・次期基本計画期間における新たな課題

【次期計画４年間のポイント】
各施策における主要課題などを踏
まえた次期基本計画期間（令和５
年度～８年度）における取組のポ
イントを記載しています。

【成果指標（現状値と目標値）】
基本的取組ごとに，事業の実施による成果を
把握するための指標を設定します。ここでは，
現在把握できる現状値とともに，目標値設置
の方向（「↗」などで表示）を示しています。
今後基本計画事業の設定や市民アンケート調
査などを踏まえ目標数値の設定を行います。

【４つの施策推進，成果向上の視点】

施策等の推進・成果向上やその他の施策への波及効果を期待する
観点から，各施策において，下記の視点に基づく先駆的な取組や
モデル事業を整理していきます。
①デジタル技術の活用 ②共創のまちづくり
③脱炭素社会の実現 ④フェーズフリー

【施策の方向】
施策の目指すべき方向を記載しています。

施策の成果向上に向けた基本的取組及び主な取
組内容を示しています。現行基本計画から変更
している箇所は太字・下線で記載しています。

（凡例）

◆・・・基本的取組の内容（新規）
◇・・・基本的取組の内容（継続）


